
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【令和７年 4月 1日以降】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ青森県工事検査要領 
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青 森 県 工 事 検 査 要 領 

（趣   旨） 

第１条  この要領は、青森県が発注する土木工事、建築工事及び設備工事（以下「工事」と

いう）の検査に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（検査の種類） 

第２条  検査の種類は、次に掲げるとおりとする。 

１．完成検査 

(1)  建設工事請負契約書第 31 条（検査及び引渡し）の規定に基づき、工事の完成を

確認するための検査 

(2)  請書第 2条第 2項に基づき、工事の完成を確認するための検査 

２．指定部分完了検査 

 建設工事請負契約書第 38 条（部分引渡し）の規定に基づき、工事目的物について、

発注者が設計図書において工事の完成に先だって引き渡しを受けるべきことを指定し

た部分の完了を確認するための検査 

３．修補完了検査 

(1)  建設工事請負契約書第 31 条第 5 項（検査及び引渡し）の規定に基づき、修補を

命じた工事の完了を確認するための検査 

(2)  請書第 2条第 4項に基づき、修補の完了を確認するための検査 

(3)  建設工事請負契約書第 40 条（契約不適合責任）の規定に基づき、履行の追完を

請求した工事の修補又は代替物の引渡しの完了を確認するための検査 

４．出来形検査（既済検査） 

 建設工事請負契約書第 37 条（部分払）の規定に基づき、工事の完成前に、出来形部

分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及び製造工場等にある工場製品を確認するた

めの検査 

５．中間検査 

 設計図書において定められた工種の施工段階において、その適正な施工を確保するた

めの検査 

（検査の区分） 

第３条  検査は、次の区分により行うものとする。 

ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 
検査職員 

区 分 
本庁職員 駐在職員 備 考 

土 木 

(最終請負工事設計額) 
1 億円以上の工事 

1 億円未満の工事及び

指定部分完了検査・中

間・出来形検査 

東青地区は金額に

関わらず全て本庁

職員が行う 

建 築 
全ての工事  

 

 設 備 

農林水産部、県土整備

部所管以外の県の公所

からの依頼による検査 

全ての工事   

※ 修補完了検査の区分は、修補請求した工事の検査区分により行う。 
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※ 建築・設備工事の検査区分は、検査の種類全てに適用する。 

※ 「青森県工事検査要領の運用について」を参照すること。 

（検査の依頼） 

第４条  契約担当者は、検査依頼（第１号様式）に検査箇所表（第２号様式）を添付し、財

務部工事検査課長に前月の 25 日までに依頼するものとする。 

２ 契約担当者は、検査箇所に変更（追加、取下げ等）があった場合は、その都度検査変

更依頼（第１－１号様式）に変更内容を記した検査箇所表（変更）（第２－１号様式）

を添付し、工事検査課長に依頼するものとする。 

（検査者の任命等） 

第５条  工事検査課長は、前条の依頼（取下げを除く）があったときは、工事検査課の職員

の中から検査者を選定し、検査執行通知（第３号様式）に検査箇所表（第４号様式）、

又は検査執行変更通知（第３－１号様式）に検査箇所表（変更）（第４－１号様式）

を添付のうえ、契約担当者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により土木、建築及び設備の各工事にあっては、検査を厳正かつ的確に行

うことができると認められる者の中から、その都度、工事検査課長が選定し、通知する

ものとする。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りでない。 

３ 工事検査課長は、検査者を変更するときは、検査執行変更通知（第３－１号様式）に

検査箇所表（変更）（第４－１号様式）を添付のうえ、契約担当者に通知するものとす

る。 

（検査の実施） 

第６条  検査は、監督員及び受注者の臨場のうえ、工事目的物を対象として契約図書（契約

書及び設計図書）と対比し、下記により行うものとする。 

１．検査項目 

(1)  工事実施状況の検査 

(2)  出来形の検査 

(3)  品質の検査 

(4)  出来ばえの検査 

２．青森県土木工事検査基準 

(1)  出来形検査基準 

(2)  品質検査基準（別紙－コンクリート強度及び保水検査基準を含む。） 

３．検査者の心得 

 検査者は、実地及び資料に基づき事実を正しく判断して厳正に検査を行うものとする。 

また、破壊検査については必要最小限にとどめるよう心がける。 

４． 検査にあたっては、出来形管理図表に現地実測による検査値、検査位置等を記入し  

て、検査結果を記録するものとする。 

 ただし、建築工事及び設備工事については、出来形管理図表の記入は原則的に対象外 

とする。 

５． 検査結果については、請負工事成績評定を行うものとする。 

(1)  工事成績採点表           （工事成績評定要領の第１号様式） 

(2)  細目別評定点採点表         （工事成績評定要領の第２号様式） 

(3)  工事成績採点の考査項目の考査項目別運用表 
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（工事成績評定要領の第３号様式） 

(4)  工事成績評定表           （工事成績評定要領の第４号様式） 

ただし、工事成績評定を省略した工事は対象外とする。 

（検査調書等の交付） 

第７条  検査者は、検査を完了したときは、検査調書（第６号様式）〔第２条第３項第３号

の建設工事請負契約書第４０条（契約不適合責任）の検査にあたっては、検査調書（第

６－１号様式）、また中間検査にあっては、中間検査調書（第７号様式）〕を作成し、

検査確認資料〔検査値を記入した出来形総括表（第５号様式）〕とともに、契約担当

者に交付するものとする。この場合において、完成検査、指定部分完了検査及び修補

完了検査で工事目的物が検査に合格しなかった場合における検査調書には、修補すべ

き事項を詳細に記載するものとする。 

（復   命） 

第８条  検査者は、検査を完了したときは、速やかに青森県知事に対し、検査復命書（第８

号様式）に検査調書（中間検査にあっては、中間検査調書）、出来形総括表、工事成

績採点表（工事成績評定要領の第１号様式）及び工事成績評定表（工事成績評定要領

の第４号様式）の写しを添付のうえ復命するものとする。 

ただし、建築工事及び設備工事は、出来形総括表については原則的に対象外とする。  

なお、建築工事及び設備工事について、検査を完了したときは、工事完成写真（中  

間検査にあっては、検査対象部位を表した図面）を添付するものとする。 

また、工事成績評定を省略した場合は、工事成績採点表及び工事成績評定表の写し 

は、添付は不要とする。 

付 則 

この要領は、平成 13年 4 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 13年 12 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 14年 7 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 15年 4 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 16年 4 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 19年 2 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 25年 8 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 26年 4 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 28年 1 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 30年 4 月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 31年 4 月 1 日から施行する。 

この要領は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

    この要領は、令和 3年 10 月 1 日から施行する。 

    この要領は、令和 5年 7月 21 日から施行する。 

この要領は、令和 5年 11 月 30 日から施行する。 

この要領は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

この要領は、令和７年 4月 1日から施行する。 
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第５号様式

平成○○年度 （ ○ ○ ）

(株) ○ ○ 建設

○ ○  ○ ○　　㊞

○ ○  ○ ○　　㊞

上記のとおり検査確認いたしました。

平成○○年○○月○○日

㊞

※作成上の留意事項

①出来形総括表の記載については、県土整備部整備企画課ホームページで公表している「設計書作成要領」
　を参照してください。

③工種については、本工事内訳書等の工種及び指定仮設工種を記入してください。

④完成検査以外の検査に係る記載については、監督員に確認してください。

検 査 者 所属

職 氏 名

② 内の表記は、最終ページに記載してください。

　※摘要欄のサイズは、
　　　幅：１．５㎝程度
　　　横：４．５㎝程度

種　別 細　　別

工 事 番 号

工 事 名

設計値 実測値 検査値 摘　　　要

出　 来 　形 　総 　括 　表

受 注 者

現場代理人

測 定 者

工事
区分

工　種

／

単位

※最終ページの最終行と の部分との間に一行程度、空欄を設けること。

※６㎝以上のスペースを設けること

※最終ページの最終行には、一行以上の空欄を設けること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和○○年○○月○○日 

令和○○年度 

※作成上の留意事項 
 ①出来形総括表の記載については、財務部工事検査課ホームページで公表している「土木 

工事出来形総括表について」を参照してください。 
 ②    内の表記は、最終ページに記載してください。 
 ③工種については、本工事内訳書等の工種及び指定仮設工種を記入してください。 
 ④完成検査以外の検査に係る記載については、監督員に確認してください。 



 - 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　第６号様式

検　　査　　調　　書

検査者

所　属  総務財務部　工事検査課

職氏名 ○○検査主幹　□□　○△　　㊞

下記のとおり検査をしました。

検　査　意　見

　　　　　　　　　　　　第      　　　　　　　　　　号

出 来 形 検 査 請 求 日

検 査 立 会 者 職 氏 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

番 号

契 約 件 名

工 事 場 所

契 約 金 額

出 来 形 の 割 合

契 約 者

契 約 年 月 日

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

￥.　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  年　 　　  　月　　　　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  年　 　　  　月　　　　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  年　 　　  　月　　　　  日履 行 期 限

履 行 年 月 日

完 成 届 書 受 理 月 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  年　 　　  　月　　　　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  年　 　　  　月　　　　  日

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  年　 　　  　月　　　　  日検 査 年 月 日
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　第６－１号様式

検　　査　　調　　書

検査者

所　属  総務財務部　工事検査課

職氏名 ○○　□□　△△○○検査主幹　□□　○△　　㊞

下記のとおり検査をしました。

￥.

検　査　意　見

履
行
の
追
完
対
象
工
事

番 号

契 約 件 名

工 事 場 所

契 約 金 額

契 約 者

検 査 年 月 日

引 渡 年 月 日

履
行
の
追
完
請
求
工
事

番 号

請 求 年 月 日

履 行 期 限

完 了 履 行 年 月 日

完 了 届 書 受 理 月 日

検 査 年 月 日

検 査 立 会 者 職 氏 名

　 　　　 　　　　　　　　　　年　　　 　　月　　　    日

　　　　　　　　第　　　　 　　　　　　　　　号

　　　　　　　　第　　　　 　　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日
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　第７号様式

中　間　検　査　調　書

検査者

所　属

職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

下記のとおり検査をしました。

検　査　意　見

契 約 金 額

           　　年　　   月　   　日

　￥．　　

　　                                                                              　　 工事

　　　　　　　　 年　　   月　   　日

番 号

契 約 件 名

工 事 場 所

                                　　第   　                  　　　　　　　　　　号

契 約 者

契 約 年 月 日

検 査 年 月 日

工 期           　　年　　   月　   　日

検査立会者
職 氏 名

　　   　　　　　年　　   月　   　日
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第８号様式

工事検査課長

課 長 代 理

　青森県知事 殿

所　属

職氏名

　下 記 工 事 を 検 査  し た と こ ろ 概 要 は 次 の と お り で し た。

検査区分   　          検査

工事場所

検査場所

契約金額

契 約 者

検査年月日

出張期間

 摘　要

 (注)　1.検査調書及び検査確認資料の写しを添付するものとする。 ○ 県土

　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

￥.

番　　号  　　     第            号

契約件名                                                     　　　工事

 

     

検   査   復   命   書

      検査者

財務部次長 駐在代表 課員（駐在）

　年 　　月 　　日

財 務 部 長 検査監 課員

斜線削除
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青森県工事検査要領の運用について 
 

１．検査の予定表について 

(1)  契約担当者は、検査予定表等作成ファイルを利用し、検査予定表原稿を前月の 20 日

までに作成するものとする。 

(2)  契約担当者は、検査希望年月日について、現場の状況を十分把握し、契約者と調整を

行って決定するものとする。 

２．検査依頼について 

第４条第１項の検査箇所表（第４号様式）は、本庁検査分と駐在検査分を別葉にするもの

とする。 

３．軽微な検査日程の変更について 

(1)  検査予定年月日が当日を含め５日以内の変更の場合は、契約担当者は事前に検査者に

連絡するものとし、検査者は検査の時に、検査箇所表の備考欄にその理由を簡潔に記入

するものとする。 

(2)  検査予定年月日が当日を含め５日以内の変更の場合、土曜日・日曜日・祝祭日は算入

しないものとする。 

(3)  変更検査予定年月日は、検査予定月を越えることはできないものとする。 

(4)  変更理由は、下記のとおりとする。 

① 気象状況（台風、強風、大雨、津波、豪雪等）による。 

② 検査対象工事の完成日による。 

③ 監督員のやむを得ない事情による。 

④ 検査者のやむを得ない事情による。 

４．検査執行通知について 

検査予定年月日を決定するにあたり、出来る限り契約担当者からの希望年月日を尊重する

ものとする。 

５．中間検査の取り扱いについて 

(1)  土木工事に係る中間検査は、別紙１により取り扱うものとする。 

(2)  建築・設備工事に係る中間検査は、別紙２により取り扱うものとする。 

 

６．完成検査の取り扱いについて 

  (1) 土木工事の本庁職員の完成検査区分において、中間検査を執行済みで、完成検査時に

仮設物の撤去確認等出来形の実測を伴わない工事は、駐在職員が行うものとする。 

    （東青地区は除く） 

(2)   現場施工を伴わない仮橋損料等の損料（賃料）工事、及び実測確認ができない下記

に示す工事については、遠隔臨場による現場確認でも実施できるものとする。 

①  支障物撤去（産廃処理含む）等の工事 

②  １件の請負代金額が５００万円未満の伐開、除根、草刈、除草のみの工事 

③  １件の請負代金額が５００万円未満の路肩整備、側溝清掃（泥あげ）のみの工事 
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  (3) 中間検査済の工事の完成検査において、仮設物の撤去確認等、出来形の実測を伴わな

い以下の場合のいずれかに該当する以外は、現場確認を実施するものとする。 

１． 波浪等の気象状況により、現場確認が困難 

２． 写真（仮設物の撤去・搬出等の確認状況）による確認が可能 

 

７．混合種類（土木、建築、設備）工事の検査について 

(1)  該当工事の種類の検査者を任命し、通知するものとする。 

(2)  請負工事成績評定は、代表的な工事の種類のみについて行うものとする。 

(3)  検査者は、連名の検査調書を交付するものとする。 

(4)  検査者は、連名により復命するものとする。 

 

付 則 

この運用は、平成 13年 10 月 4 日から施行する。 

この運用は、平成 15年 4 月 1 日から施行する。 

この運用は、平成 15年 6 月 1 日から施行する。 

この運用は、平成 19年 2 月 1 日から施行する。 

この運用は、平成 22 年４月１日から施行する。 

   この運用は、平成 23 年４月１日から施行する。 

   この運用は、平成 25 年 8月 1 日から施行する。 

   この運用は、平成 26 年 4月 1 日から施行する。 

この運用は、平成 27年 4 月 1 日から施行する。 

この運用は、平成 28年 1 月 1 日から施行する。 

この運用は、平成 30年 4 月 1 日から施行する。 

この運用は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

この運用は、令和 5年 11 月 30 日から施行する。 

この運用は、令和 6年 4月 1日から施行する。 
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別紙１ 

土木工事中間検査 
 

１． 中間検査は、完成検査時に出来形、品質の検査が著しく困難と予想される場合に行うも

のとする。 

検査方法等は完成検査に準じて行うものとし、中間検査の工種及び検査時点は次のとおり

とする。 

(1)  路盤工 

道路改良工事等と同時期に舗装新設工事を実施する場合、道路改良工事等の路盤完

了時点に検査する。（路盤工と舗装工が別契約の場合とする。） 

(2)  橋梁工 

現場製作のポストテンション桁は架設前に適宜検査する。 

(3)  海岸、港湾工事等の異形ブロック、魚礁ブロック等 

製作完了時又は据付前に検査する。（ただし、水中部に据付される等完成検査時に

確認が困難な場合とし、積算上購入費としている製品は除く。） 

(4)  港湾工事のケーソン工 

製作完了時又は据付前に検査する。 

(5)  橋脚や橋梁補修等、足場等の仮設物を撤去すると完成検査が困難となる工事で、当該

仮設物の片付け、撤去が当該設計図書に含まれる場合は、当該仮設物の撤去前に検査す

る。 

  （ただし、監督員の指示に従って存置したハシゴ等の簡易な足場で完成検査が可能な

場合は除く。） 

(6)  検査時に交通規制が必要な工事（トンネル内の工事等） 

    道路管理者による交通規制（道路交通法第８０条第１項）の期間内に完成検査が

できない場合は、その期間内に中間検査を行うことを原則とする。 

(7)  同一現場で別契約の工事をする時は、工事完了時点に検査する。 

(8)  その他、特に中間検査が必要と認められた場合、適宜行うものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（R2.4.1 改定）                        
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別紙２ 

建築・設備工事中間検査 
 

 
 中間検査は、完成検査時に出来形、品質の確認が困難と予想される場合に行うものとし、そ

の場合の検査対象及び検査時期は次のとおりとする。ただし、緊急やむを得ない事情があるとき

は、この限りでない。 

 
１．新営工事の場合 

 

中間検査対象 
検査時期 

建築工事 設備工事 

①ＲＣ造（ＳＲＣ造含む）にあ

っては、３階建て以上のもの

又は延べ面積が５００㎡を

超えるもの 

①基礎工事完了時 

②躯体工事完了時 

（原則１階） 

 

①機材が天井仕上げ等で隠ぺ

いされる前（原則１回） 

②完成検査前に主要な機器が

水没（下水道の水中ポンプな

ど）又は不可視されるもの 

 

②Ｓ造にあっては、３階建て以

上のもの又は延べ面積が５

００㎡を超えるもの並びに

２０ｍを超えるスパンを有

するもの 

①基礎工事完了時 

②鉄骨建方完了時 

 

 

 

③Ｗ造にあっては、延べ面積が

５００㎡を超えるもの 

①軸組完了時 

 

④用途、構造及びその他の事由

により必要と認められるも

の（特記仕様書で明記） 

①基礎工事完了時 

②躯体工事完了時 

 

 

※  上記の中間検査対象において、屋根等の主要な工事部分について、工事施工中の仮設

足場がなければ確認が困難と予想される場合は、仮設足場撤去前に行うものとする。 

 

２．改修工事の場合 

 

(1) 建築工事について、躯体の改修及び補強が工事に含まれ、仕上げ工事により品質の確

認が困難と予想される場合は、改修・補強工法の施工完了時に行うものとする。 

(2) 屋根等の主要な工事部分について、工事施工中の仮設足場がなければ確認が困難と予

想される場合は、仮設足場撤去前に新営工事に準じて行うものとする。 

(3) 設備工事については、新営工事に準じて行うものとする。 

 

３．その他 

 

   １．④において、特に中間検査が必要と認められる場合は、工事発注者が工事検査課と

協議の上、適宜行うものとする。 

 

 

 

（Ｈ23.4.1 改定） 


